
H25.1月から年次調査を新設し、
「事業活動別 事業従事者数」の公表を開始

「事業活動別従事者数」の見直しについて

３サービス産業動向調査の見直し
(4)調査事項の見直し
ウ事業従事者数

企業単位の調査の導入により、企業単位の事業従事者数について、どのように把握するか
整理が必要である。特に、臨時雇用者や出向・派遣による受け入れ者数の把握については困難
も予想される。また、産業別の事業従事者数を把握する観点からは、企業の事業活動別事業
従事者数について何らかの形で把握することが必要であるが、それも同様に困難も予想される。

このため、記入者負担にも留意しつつ、月次調査において、現行と同様、臨時雇用者や出向・
派遣による受け入れ者数に関する調査事項を維持しつつ、拡大調査において、事業活動別の
事業従事者数に関する調査事項を追加する。

（別添１）調査計画（案）

事業従事者数について売上高と整合的なものを把握すべきとの指摘を踏まえ、拡大調査では、
企業等の事業活動別の状況を把握することとしたい。
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研究会報告書
（H24.2）



「事業活動別従事者数」の把握方法
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記入のしかた
（一部抜粋）



「事業活動別従事者数」の回答状況

 「事業活動別事業従事者数」の記入率は、事業活動数が多い企業ほど低い。

 特に大規模な企業において、複数活動の従事者の計上が困難な状況がうかがえる
が、結果全体に与える影響は、事業所に比して小さい

回答状況
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企業 事業所

事業活動別
年間売上高

97.5 95.5

都道府県別
年間売上高

85.3 －

事業活動別
事業従事者数

94.2 99.7

拡大調査の調査事項の記入率
（平成25年、％）

※「記入率＝記入のあった客体数／調査票の提出の
あった客体数（Ｎ）」によって算出したもの。Ｎは25年12
月時点。

※企業等調査の記入率は、当該企業の記入対象項目数

（事業活動数、地域数）に占める、売上高等の記入の
あった項目数により算出。

※事業従事者数の記入率は、「総数」の値。

記入対象となる活動数別にみた
従事者数の回答状況（平成25年）
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「事業活動別従事者数」の管理状況

 ヒアリング回答企業の約３割が、事業活動別従事者数を「管理していない」。

 事業所による採用があるパート・アルバイトのほか、事業を特定できない本部や
管理部門の社員、複数事業を兼務している社員、必要に応じて本来業務とは別の
業務が発生する社員などの扱いに課題

企業ヒアリング
（平成26年11月実施）
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管理している, 
72

管理していない, 
27

無回答, 1

「事業活動別従事者数」の管理状況
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「事業活動別従事者数」の見直し案

 事業活動別事業従事者数の調査目的を明確化する必要があるのではないか。

 企業における事業活動別従事者数は結果全体への影響が小さいが、今後の付加
価値額の研究の進展も見据えて、引き続きなるべく事業活動別に把握することと
し、１人あたり付加価値額の算出を目指してはどうか。

考察

 労働生産性の分析等に資するため、事業活動別従事者数は引き続き把握する。

 兼務者や管理部門等の社員について、きちんと計上してもらうよう「記入のしかた」
や調査票の誘導の工夫の余地を検討する。

見直し案
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